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障害福祉サービス等
（介護給付・訓練等給付・地域相談支援給付）

障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むため
に必要な介護の支援や訓練等の支援について、介護給
付費等を支給しています。

市区町村
〇

サービスの利用
申請時（※）

補装具費の支給

障害者等が日常生活を送る上で必要な移動等の確保や、
就労場面における能率の向上を図ることおよび障害児
等が、将来、社会人として独立自活するための素地を
育成助長することを目的として、身体の欠損または損
なわれた身体機能を補完・代替する用具を支給してい
ます。

市区町村 ✕

自立支援医療

障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むため
に必要な心身の障害の状態を軽減するための医療（保
険診療に限る）について、当該医療費の自己負担額を
軽減するための措置として自立支援医療費を支給して
います。

市区町村
都道府県

✕

地域生活支援事業

障害者等が基本的人権を享受する個人としての尊厳に
ふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができる
よう、市町村等が実施主体となり、地域の特性や利用
者の状況に応じ、柔軟な形態により計画的に実施して
います。

市区町村
都道府県

△
事業の実施主体
である市区町村
等の取扱による

障害児通所給付

障害児が児童発達支援や放課後等デイサービスなど
の指定障害児通所支援をサービス事業者から受けた
ときに、市町村から障害児の保護者に対し、そのサ
ービスに要した費用を支給しています。

市区町村
〇

サービスの利用
申請時（※）

障害児入所給付

障害児が、障害児入所施設などに入所・入院して、
施設において日常生活における支援や治療を受けた
ときに、都道府県から障害児の保護者に対し、その
支援や治療に要した費用を支給しています。

都道府県
指定都市
児童相談所
設置市

〇
サービスの利用
申請時（※）

※ただし、支援内容の決定等のために別途、医師の意見書等が必要な場合があります。
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公共職業安定所（ハローワーク）における
職業相談・職業紹介

ハローワークでは、難病を含む障害について専門的な知識を持つ
担当者が、仕事に関する情報を提供したり、就職に関する相談に
応じるなどの支援体制を整えています。
さらに全国51か所のハローワークには、「難病患者就
職サポーター」を配置し、難病相談支援センターと連
携しながら、症状の特性を踏まえた就労支援を行って
います。

公共職業安
定所・難病
相談支援セ
ンター

〇
証明の求めが
あった時

職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業

障害者の職場適応に課題がある場合に、職場にジョブ
コーチが出向いて、障害特性を踏まえた専門的な支援
を行い、障害者の職場適応を図ることを目的としてい
ます。

地域障害者
職業セン
ター

〇
証明の求めが
あった時

障害者就業・生活支援センター事業

全国337センター（令和６年４月時点）にて、支援対象障害者の
職業的自立を図るため、就業面（就職に向けた支援、
職場定着支援等）及び生活面（生活習慣の形成等）
における一体的な支援を実施しています。

各障害者就
業・生活支
援センター

〇
サービスの利用

申請時

就労支援（ご本人向け）



サービスの概要
問い合わせ

窓口
登録証の利用
可否と活用場面

特定求職者雇用開発助成金
（発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース）

発達障害者や難病患者をハローワーク等の紹介により、
継続して雇用する労働者（一般被保険者）として雇い
入れる事業主に対して助成されます。

労働局、
公共職業
安定所

〇
証明の求めが
あった時

キャリアアップ助成金（障害者正社員化コース）

障害のある有期雇用労働者等を正規雇用労働者等（勤務
地限定正社員・職務限定正社員・短時間正社員を含む）
へ転換した事業主に対して助成するものであり、より
安定度の高い雇用形態への転換等を通じた障害者の職場
定着を目的としています。

労働局、
公共職業
安定所

〇
証明の求めが
あった時

特定求職者雇用開発助成金
（成長分野等人材確保・育成コース）

就労経験のない職業に就くことを希望する特定求職者雇用
開発助成金（発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コー
ス）の対象労働者を①成長分野等の業務に従事する者と
して雇い入れる事業主又は②雇い入れた後に一定の訓練
を実施して賃上げを行う事業主に対して助成されます。

労働局、
公共職業
安定所

〇
証明の求めが
あった時

障害者介助等助成金

職場復帰のために必要な職場適応措置や中途障害者とな
った方に対して知識・技能習得に係る研修の実施等を行
う事業主に対してその費用の一部を助成しています。

（独）高
齢・障害・
求職者雇用
支援機構

〇
証明の求めが
あった時

訪問型職場適応援助者助成金
企業在席型職場適応援助者助成金

職場適応援助者による支援を実施する事業主に対してその
費用の一部を助成しています。

（独）高
齢・障害・
求職者雇用
支援機構

〇
証明の求めが
あった時

障害者能力開発助成金

就職を希望する障害者に対して能力開発訓練事業を実施
する事業主等に対してその費用の一部を助成しています。

（独）高
齢・障害・
求職者雇用
支援機構

〇
証明の求めが
あった時

障害者トライアル雇用事業

ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により、就
職が困難な障害者を一定期間雇用することにより、その
適性や業務遂行可能性を見極め、求職者及び求人者の相
互理解を促進すること等を通じて、障害者の早期就職の
実現や雇用機会の創出を図ることを目的としています。

労働局、
公共職業
安定所

〇
証明の求めが
あった時

就労支援（事業主向け）
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障害年金

事故などにより障害を負ってしまったような場合の生活を支える
ため、一定の要件を満たす場合に支給されます。特に、
初診日に20歳未満であった人が、①20歳に達した日に
１級・２級の障害の状態にあるとき、または、
②20歳に達した後に１級・２級の障害の状態と
なったときは、障害基礎年金が支給されます。

市区町村、
年金事務所 ✕

特別障害給付金

1992年３月以前に国民年金任意加入対象であった学生、
または、1986年３月以前に国民年金任意加入対象であった
会社員の配偶者で、任意加入していなかった期間内に
初診日があり、現在、障害基礎年金１級又は２級相当の
障害の状態にある人に支給されます。

市区町村、
年金事務所 ✕

特別障害者手当

障害が重複するなど精神または身体に著しく重度の障害が
ある20歳以上の在宅の障害者で、日常生活において
常時特別の介護を必要とする方に支給されます（所得
制限があります）。

市区町村 ✕

特別児童扶養手当

精神または身体に一定の基準に相当する障害がある20歳
未満の障害児を監護、養育している保護者に支給され
ます（所得制限があります）。

市区町村 ✕

障害児福祉手当

精神または身体に重度の障害がある20歳未満の在宅の
障害児で、日常生活において常時介護を必要とする方に
支給されます（所得制限があります）。

市区町村 ✕

障害年金・手当等


